
四日市市告示第１３８号 

 四日市市創業等支援事業者補助金交付要綱を次のように定める。 

  平成２７年３月３１日 

 

四日市市長 田 中 俊 行   

 

 

四日市市創業等支援事業者補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の創業者（産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）第２条

第２３項に定める者をいう。）及び第二創業（既存の中小企業者及び小規模事業者が事業転

換並びに新事業及び新分野への進出を図るものをいう。）を行う者（以下「第二創業者」と

いう。）に対する支援事業を行う者に対し、事業に要する経費に対する補助を行うことによ

り、市内の創業及び第二創業を促し、もって新規事業者の育成、雇用の創出及び産業の新

陳代謝の促進を図ることを目的とする。 

 

（補助対象団体） 

第２条 補助の対象となる団体は、産業競争力強化法第１１３条第１項の認定を受けた創業

支援事業計画（以下「認定創業支援事業計画」という。）に基づき、創業支援事業に取り組

む創業支援事業者のうち、その代表者となる法人とする。 

 

（補助対象事業） 

第３条 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業

とする。 

 (1) 認定創業支援事業計画に基づき実施する創業支援事業 

 (2) 第二創業者に対する支援事業 

 

（補助対象経費） 

第４条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、人件費、事業費（謝金、

旅費、設備及び備品等に係る費用、会場借料、広報費並びに外注費をいう。）、委託費その

他市長が適当と認めた経費とする。ただし、事業の実施に当たり、他の補助金等の収入が

ある場合、収入相当額を必要経費から差し引くものとする。 

 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、予算の範囲内で交付する。 

２ 補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。 

 

（補助金の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、あらかじめ、四日



市市創業等支援事業者補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に

提出しなければならない。 

 (1) 収支予算書 

 (2) 補助事業計画書 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定に基づく補助金の申請があった場合は、その内容を審査し、補

助することが適当と認めたときは、四日市市創業等支援事業者補助金交付決定通知書（第

２号様式）により申請者に通知するものとする。 

２ 市長は前項の場合において、必要があると認めたときは、条件を付することができる。 

 

（事業の変更） 

第８条 申請者が補助金の交付決定通知を受けた後において補助対象事業の内容、経費の配

分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合又は補助対象事業を中止

し、若しくは廃止しようとする場合は、直ちに市長に四日市市創業等支援事業者補助金計

画変更承認申請書（第３号様式）を提出し、承認を受けなければならない。 

２ 前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められ

る場合であって、補助対象経費の各費目における２０パーセント以内の変更をいう。 

３ 市長は、第１項の変更承認申請書を受理したときは、内容を審査し、前条による決定を

変更することができる。 

４ 市長は、前項の規定により変更を承認したときは、四日市市創業等支援事業者補助金変

更交付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 申請者は、補助事業等が完了（廃止及び中止を含む。）したとき（以下「完了等」と

いう。）は、完了等の日から起算して３０日を経過した日又は当該年度末のいずれか早い日

までに四日市市創業等支援事業者補助金実績報告書（第５号様式）に次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

 (1) 収支決算書 

 (2) 収支を証する書類の写し 

 (3) 補助事業実施概要報告書 

 (4) その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の交付） 

第１０条 市長は、前条の実績報告書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認め

た場合は、申請者の請求により補助金を交付するものとする。 

２ 申請者は、前項の請求を行う場合は、請求書（第６号様式）により市長に請求しなけれ

ばならない。 

 



（補助金の返還） 

第１１条 市長は、申請者が虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けたと認めたと

きは、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

 （補助金の評価） 

第１２条 市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分

に検証するものとする。 

２ 市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適

切な措置を講じるものとする。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

    附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （有効期限） 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効前

に交付決定された事業については、なお従前の例による。 

 

 


